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1．目的  

患者から求めがあった場合に保険医療機関等が発行に努めることとされた、詳細な医療  

費の内容が分かる明細書の発行状況の把握を目的とした。  

2．調査対象  

全国の病院、診療所、歯科診療所、保険薬局からそれぞれ1，000施設を無作為抽出（都  

道府県別に層化）し、計4，000施設を対象とした。なお、歯科診療所については「歯科診  

療における文書提供に対する患者意識調査」の対象と、保険薬局については「後発医薬品  

の実施状況調査」の対象と同一である。  

3．調査方法  

本調査は、無記名による自記式調査票の郵送配布・回収とした。歯科診療所には、本調  

査票と「歯科診療における文書軽快に対する患者意識調査」調査票を同封して、保険薬局  

には、本調査票と「後発医薬品の実施状況調査」調査票を同封して、配布した。調査実施  

時期は平成18年11月中とした。  

4．調査項目  

調査項目は以下のとおりである。  

図表1調査項目  

区分   内容   

施設属性項目  病院   開設主体、所在地、病床数、一日平均外来患者数、事務職  

負数  

診療所   開設主体、所在地、一日平均外来患者数、事務職員数  

歯科診療所  開設主体、所在地、一日平均外来患者数、事務職負数  

保険薬局  所在地、組織形態、職員数（薬剤師、その他（事務職員））、  

調剤基本料、基本調剤加算、主な処方せん発行医療機関、1  

ヶ月間（平成18年10月）の取り扱い処方せん枚数   

調査項目   ■領収証について  

・発行開始時期、発行方法、1ケ月間の発行件数（外来・入院）、平成18  

年9月までの発行状況  

■明細書について  

・発行の有無  

・明細書を発行している場合：発行に関する患者さんへの周知方法、具  

体的な周知内容、発行開始時期、1ケ月の発行件数（外来・入院）、発  

行状況、発行方法、費用徴収の方法、IT化の状況  

・明細書を発行していない場合：発行しない理由、今までに患者さんか  

ら明細書の発行を求められたことがあるか、今後の方針  



5．結果  

（1）回収の状況  

回収率は、合計で54．6％、病院が52、2％、診療所が44．9％、歯科診療所が55．6％、保  

険薬局が65．5％であった。  

図表2 回収の状況  

（2）施設の状況（病院、診療所、歯科診療所）く平成18年10月）  

1）開設主体   

開設主体についてみると、医療機関全体では「個人」（49．0％）が最も多く、次いで「法  

人j（40．2％）となっている。   

医療機関種別にみると、病院においては、「法人」（69．7％）が最も多く、次いで「公的  

医療機関」（17．2％）となっており、診療所においては、r個人」（53．2％）が最も多く、次  

いで「法人」（40．8％）となっている。また、歯科診療所においては、「個人」（86．0％）が  

ほとんどであった。   

これを、全国の医療機関の開設主体別数と比較すると、ほぼ同様の傾向が見られた。  

国表3 開設主体  

Ol  101  201  30ヽ  10ヽ   501  60ヽ  †01  801  901  tOOヽ  

施設   有効回収数  回収率   

病院   522  52．2％   

診療所   449  44．9％   

歯科診療所   556  55．6％   

保険薬局   655  65．5％   

合計   2．182  54．6％  

l・国占魂亭療由口毛譲垂繭亘面耐書法人口鳥人口車由l  

※参考：全国の病院・診療所・歯科診療所の開設主体（平成17年度医療施設調査）  

病院 診舞所  歯科診療所  

夷敬二  （％）  美数  二（半）  実数  （％）   

総数   g．026  100．0  97，442  100．0  66，732  100．0   

国   294   3．3   633   0．6   2   0．0   

公的医療機関   1，362  ユ5．1  3．964   4．1   304   0．5   

社会保険関係団体   129   l．4   750   0．8   13   0．0   

法人   6．564  72．8  41，402  42．5  9，303  13．8   

個人   677   7．5  50．693  52．0  57，110  85．6  



※参考：開設主体の内訳  
3）施設区分（診療所、歯科診療所）  

（ア）施設区分（診療所、歯科診療所）   

施設区分（診療所、歯科診療所）についてみると、全体では、「無床診療所」（92．3％）  

が最も多く、次いで「有床診療所」（4．8％）となっている。   

医療機関種別にみると、診療所においては、「無床診療所」（89．1％）が最も多く、次い  

で「有床診療所」（10．5％）となっており、歯科診療所においては、「無床診療所」（95．0％）  

がほとんどである。  

園表5 施設区分（診療所、歯科診療所）  

国   厚生労働省、国立病院機構、国立大学法人、労働者健康福祉機構等   

都道府県、市町村、日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健  
公的医療機関  

康保険団体連合会等   

社会保険関係  全国社会保険協会連合会、厚生年金事業振興団、船員保険会、健康保険組   

団体   合及びその連合会、共済組合及びその連合会、国民健康保険組合等   

公益法人、医療法人、学校法人、社会福祉法人、医療生協、会社、その他  
法人  

の法人等   

個人  

＝）l  ～O1  30ヽ  10ヽ   501  もOl  †0ヽ   801  90ヽ  100l  D＼  

2）病床数（病院）   

病床数（病院）についてみると、「100床未満」（37．0％）が最も多く、次いで「100～200  

床未満」（33．3％）となっている。   

今回の調査対象病院について、平成17年度医療施設調査における全国の病院の病床規模  

と比較すると、ほぼ同様の傾向になっているといえる。  

図表4 病床数（病院）  

O1  101  201  301   401  501  601   701  801   90Ii lOOl  

【・i床帥所占有産診療議D無回副  

※参考‥全国の診療所および歯科診療所の有床・無床の比率（平成17年度医療施設調査）  

施設区分  

一般診療所  97，442  100．0  

有床   13．477  13．8  

無床   83，965  86．2   

歯科診療所  66．732  100．0  

有床   

無床   66．683  99．9  

0ハ  

】・10痛柑臼100－20場末濱田200－50哺未満・50占床以上□不明】   

※参考：全国の病院における病床数分布（平成17年度医療施設調査）  

0ヽ  101  201  コnl  101  50ヽ   601  TOヽ   801  901  tOOl  

Ii－云ほ未満昌一0占二妄0腫兼畠田200床－5∽席主産i盲占0床以上†  



（イ）病床数（有床診療所）   

病床数（有床診療所）についてみると、全体では、r19床」（43．8％）が最も多く、次い  

で「10～19床未満」（25．0％）となっている。   

医療機関種別にみると、診療所においては、「19床」（44．7％）が最も多く、次いで「10  

～19床未満」（25．5％）となっており、歯科診療所は1施設のみで、「5～10床未満」（100．0％）  

となっている。  

図表6 病床数（有床診療所）  

0★  †01  201  301  dOt  50‡  6（川  7（】1  8（It gOl 100l  

4）一日平均外来患者数（平成18年10月）   

一日平均外来居着数についてみると、病院においては、「100人以上」（57．5％）が最も多  

く、次いで「50～100人未満」（19．9％）となっており、診療所においては、「50～100人未  

満」（33．0％）が最も多く、次いでr2D～50人未満」（31．6％）となっている。また、歯科  

診療所においては、「20～50人未満」（56．7％）が最も多く、次いでr20人未満」（34．2％）  

となっている。  

図表7 一日平均外来患者敢  

O1  101  201  30■   40■   501  60t   70t   801  90t lOOl  

l－5床未満耶二1痛未如－0－1沌未森…虎口無国富l  

li云玩壷如妄ムー盲dよ妄元田元÷i占0人来示ii占古⊥ふ上示扁鹿1   



5）事務職員数（常勤換算）   

事務職員（常勤換算）についてみると、病院においては、「10人以上」（44．4％）が最も  

多く、次いで「5～10人未満」（36．8％）となっており、診療所においては、r2～5人未満」  

（60．8％）が最も多い。また、歯科診療所においては、「2人未満」（60．1％）が最も多く、  

次いでr2～5人未満」（27．9％）となっている。  

図表8 事務職員数（常勤換算）  

0ヽ  10，i  20≠   301  401  50≠   60％   701  801  901 100Il  

（3）施設の状況（保険薬局）（平成18年10月）  

1）椙繊形態   

組織形態についてみると、「法人」（85．5％）、「個人」（13．9％）となっている。  

図表9 組織形態  

Ol  一口ヽ  20ヽ  301 101  5P1  60＼ 10ヽ  80＼  90ヽ 100ヽ  

】  i l  

1，法人臼個人□無回酎  

2）職員数（常勤換算）  

（ア）薬剤師   

薬剤師の職員数（常勤換算）についてみると、「2人末削が26．0％、「2～5人未満」が  

64．3％であった。  

図表10 薬剤師の職員数（常勤換算）  

nヽ   tO1  20ヽ  】0ヽ  101  50＼  601  TOヽ  80＼  拍ヽ 100ヽ  

r・2人未満日2～5人未満臼5～10人未満－10人以上□無回答1  

※非常勤職員等の人数は常勤換算しているため、小数点以下の区分が隼じる場合がある。  

l・2人夫篇□2～5人未満匂5～－0人未満りい0人以上臼無回答  

10   



（イ）その他（事務職負等）   

その他（事務職員等）の職員数（常勤換算）についてみると、「2人未満」が31．1％、「2  

～5人未満」が62．3％であった。  

図表11その他（事務職員等）の職員数（常勤換算）  

0ヽ  川ヽ  201 30ヽ 10ヽ  501 60ヽ 10ヽ  801 901 川0ヽ  

4）1ケ月間（平成18年10月）の取り扱い処方せん枚数  

1ケ月（平成18年10月）の取り扱い処方せん枚数についてみると、多い順から「500～  

1000枚未満」（24．9％）、r2000枚以上」（24．1％）、「1000～1500枚未満」（23．7％）となっ  

ている。  

図表131ケ月間（平成18年10月）の取り扱い処方せん枚数  

O1   101   201   301   401   501   80㌔   TOヽ   801   90ヽ  100l  保険業局  
（N＝655）  

保験藁局  
（N＝855）  】■2人未満82－5人用田5－－0人相■10人以上口扇風   

※非常勤職員等の人数は常勤換算しているため、小数点以下の区分が生じる場合がある。  lt580哀未i占5占0－io示戎壷i四1000－1占ふ0彿吏議■15占0こ20示云枚吏如2000牧以上□無回壷1  

3）主な処方せん発行医療機関   

主な処方せん発行医療機関についてみると、「病院」（32．2％）、「診療所」（67．2％）とな  

っている。  

図表12 主な処方せん発行医療機関  

O1 10ヽ  20ヽ  30t  401 50I 601 TO1 801 90ヽ 100l  

！・病扁紬所日舞回套】  

11  
12   



（4）領収証の発行状況  

り 発行開始時期   

発行開始時期についてみると、柄院においては、「1990～1g99年」（24．1％）が最も多く、  

次いで「～1989年」（21・1％）となっており、診療所においては、「2006年4～6月」（30．3％）  

が最も多く、次いで「2006年10月以軌（21・4％）となっている。また、歯科診療所にお  

いては、「2006年10月以降」（弧2％）が最も多く、次いで「2006年4～6月」（24．5％）  

となっており、保険薬局については、「2006年4～6月」（52．5％）が最も多く、次いで「2006  

年相月以降」（ユ6．0％）となっている。  

図表14 発行開始時期  

0＼  tO1 2肌  301 1叫  50、 餌l ？O1 80ヽ  901100l  

次に、発行開始時期が無回答の医療機関を除いた場合において、累積発行割合について  

みると、保険医療機関全体では平成18年（2006年）4月の診療報酬改定による発行義務化  

の前後で、31．1％から63．4％へと変化している。さらに、猶予期間が終了した平成18年（2006  

年）10月前後についてみると、74．5％から100．0％へと変化している。  

図表15 累積発行割合  

合計  
（N＝2082、無回答100を除く）  

1000t  

80．0％  

80【）1  

100ヽ  

20．0ヽ  

00ヽ  

∴二一寺・‾寺ゝ、’  

田1990－1的9年 田2000～2005年 ■2006年ト3月  

臼2008年丁～9月 臼2008年相月以降□無回答  

13  
14   



さらに、医療機関種別にみると、発行開始時期について無回答の医療機関を除いた結果  

は以下のとおりとなっている。   

病院においては、比較的早い段階から領収証を発行していることが分かる。歯科診療所  

においては、猶予期間が終了する平成18年（2006年）10月を境に、発行割合が2倍とな  

っている。保険薬局においては、診療報酬改定が行われ、発行が義務化された平成18年（2006  

年）4月を境に発行割合が急増している。  

図表16 累積発行割合（医療機関種別）  

2）発行の方法   

発行の方法についてみると、病院においては、rプリンタで出力して発行」（94．1％）が  

最も多く、次いで「プリンタと手書きの両方で発行」（3．6％）となっており、診療所にお  

いては、「プリンタで出力して発行」（75．9％）が最も多く、次いで「手書きで発行j（12．0％）  

となっている。また、歯科診療所においては、「プリンタで出力して発行」（71．2％）が最  

も多く、次いで「手書きで発行」（16．9％）となっており、保険薬局については、「プリン  

タで出力して発行」（95．9％）が最も多く、次いで「プリンタと手書きの両方で発行」（2．4％）  

となっている。  

図表17 発行の方法  

O1  101  201  301 101  501  801  701  且O1  901 100l  

鋼院  
（N＝榔、＃回答小を鹸く）  

体■乗暮｛に上る ■干岬間■丁  ■●斥  

（榊t3、書回書31を鹸く）  

100（I1  

8001  

小‖川  

1801  

200t  

O0l  

llX＝）l   

桝＝川   

郎‖川  

180t  

が‖川  
0（〉l  

、●  ー㍗∵・う・・、－こ  ′  

什l一手暮■に上る ■▼■■■丁  

認是を－く， 写ヨ  
体■大義欄による 砧干九同■丁  ■料鯵■所  

（N毒3g、■固蕗‖せ輸く）  （H；仙8、■回答○を■く）  

lt氾仇  

的Ol  

d8¢t  

4001  

2081  

¢Ot  

川吼研   

一OOI  

小‖川  

100t   

200t  

00l  

l」ラんタで出方正兵玉石手iき壱森岳■品ラiノゝ右左享iさあ姦盲□扁斬  

∵∴÷∵・こl●  
′  

※参考：現在のレセ電算普及状況（保健医療福祉情報システム工業会HP資料より）  

⊃くこ一、！ヽ 密菊鹿東 事尋嶺薄味離統  や導入率‘！1％）   

病院   9，048   8，759   g6．8   

診療所   87，269   67，666   77．5   

歯科   70，119   48．203   68．7   

調剤   49，228   40，754   82．8   

綺合計   215，664   165，382   76．7   

注：施設数とレセコン導入済み件数は、平成17年5月数値を使用  
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4）平成18年9月までの発行状況   

平成18年9月までの発行状況についてみると、病院においては、「全ての患者さんに発  

行していた」（86．0％）が最も多く、次いで「その他」（5．6％）となっており、診療所にお  

いては、「全ての患者さんに発行していた」（59．2％）が最も多く、次いで「体制は未整備  

だが求めがあれば（手書きで）発行していた」、「その他」がともに13．8％となっている。  

また、歯科診療所においては、「全ての患者さんに発行していた」（40．6％）が最も多く、  

次いで「体制は未整備だが求めがあれば（手書きで）発行していた」（25．7％）となってお  

り、保険薬局については、r全ての患者さんに発行していた」（69．8％）が最も多く、次い  

で「体制は未整備だが求めがあれば（手書きで）発行していた」（1l．6％）となっている。  

図表19 平成18年9月までの発行状況  

3）1ケ月間の発行件数（平成18年10月）  

1ケ月間の発行件数は以下のとおりである。   

外来については、病院は平均5．717、32件、診療所はg30．17件、歯科診療所は420・65件  

となっている。   

入院については、病院は471．36件、診療所は36．69件、歯科診療所は0．00件となって  

いる。なお、診療所・歯科診療所の「発行件数（入院）」は有床診療所のみの平均値（それ  

ぞれ、n＝47、n＝1）とした。   

また、保険薬局の発行件数は、平均1，346．15件となっている。  

図表181ケ月間（平成18年10月）の発行件数  

発行件数（外来）  発行件数（入院）  

平均（件）   標準偏差   平均（件）  標準偏差   

全体  （n＝2，182）   2417．65   243．10   911．1l   

病院  （n＝ 522）   5717．32   8308．50   47l．36   1230．59   

診療所  （n＝ 449）   930．17   940．47   36．69   80．68   

歯科診療所 （n＝ 556）   420．65   352．50   0．00   0．00  

発行件数  

保険薬局  （n＝ 655）   1346．15 115月．00  

Ol tO1   20ヽ   301  101   50ヽ   60ヽ   †0ヽ   801   901   ＝川l  

合計  
（N＝2182）  

病院  
（N＝522）  

捗要所  
（N＝1日柑）   

歯科診療廟  
（N＝556〉  

保険薬局  
（N＝855）  

H全ての患者さんに発行していた  臼体制は未整件だが求めがあれば（手書きで）発行していた  

田体制が未整備のため発行していなかった  ■その他  
口無回答  
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（5）「個別の診療報酬点数の算定項目の分かる明細書」の発行状況  

患者から求めがあったときに発行に努めることとされている 一個別の診療報酬点数の算  

定項目の分かる明細書」の発行状況についてみると、病院では、「発行している」（64．8％）、  

「発行していない」（34．9％）となっており、診療所では、「発行している」（55．7％）、「発  

行していない」（41．6％）となっている。また、歯科診療所では、「発行している」（52．7％）、  

一発行していない」（45．9％）となっており、保険薬局では、一発行している」（48．7％）、一発  

行していない」（49．8％）となっている。  

国表21明細書の発行状況（都道府県別）  

図表20 「個別の診療報酬点数の算定項目の分かる明細舌」の発行状況  

Ol tO1  201  301  10ヽ   50t   601  †0ヽ   801  901  tOOl  

恒扁し宣し1る這嘉嘉してこ、ない占扁痛l  

なお、都道府県別の明細書発行状況は次ページのとおりである。  
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明細書の発行状況を外来患者数別に見ると、病院では外来患者が多いほど、明細書を発  

行している傾向がみられている。  

図表22 明細書の発行状況（外来患者数別：病院）  

bl tt】t lOゝ  30ゝ  IOt  50t  仙ヽ  TOヽ  80ヽ  8Dヽ 11〉0ゝ  

（6）「個別の診療報酬点数の算定項目の分かる明細書」を発行している施設  

の状況  

1）明細書の発行に関する患者さんへの周知方法  

（ア）医療捜関全体   

明細書を発行している医療機関全体についてみると、「特に何も周知していない」  

（75．4％）が最も多く、次いで「支払い愈口に明細書を発行している旨を提示しているJ  

（11．8％）、「待合室に明細書を発行している旨のポスター等を貼っている」（10．4％）とな  

っている。  

書目  
川＝522）  

20人木鶏  

（H＝38〉  

2q－ら○人乗1   

【Nニ81）   

う0・一日沌人糞儀   

（〟ニ柑1）  

100人以上  

（Hこ300）  

h回書  

（H＝り）  

図表25 明細書の発行に関する患者さんへの周知方法（全体）：複数回答  

合計（N＝1200〉  

¢011  200鴛   4D．01  88（〉‡  8001  ‖川り川  

【“札ている8貴行していない□■回書】  

図表23 明細書の発行状況（外来患者致別：診療所）  
仇  Il】l 和一  301 仙■  さOt  轟Ot TOt  的t  的t tOOt  

特に何も周知していない  

支払しり臣口lこ明暢書有責行Lている甘を穐示している  

持合主に明牡書を発行している旨のポスター蠣を貼っている  

来院動こチラシ書を配布している  

その他  

書回答  

合計  
（H＝11t）  

20人乗■  

llト■い   

20－5¢人象1   

（H＝l▲2）   

58一日〉0人乗爛   

（N＝1●8）  

HIO人以上  

（M＝80）  

七園曹  
（Hご＝‖  

，■貴行している□集札ていない□■回書l  

図表24 明細書の発行状況（外来患者散剤：歯科診療所）  
0■  1t11  201 JOt  48t  印t  18t TOt  80t  18t ！08t  

●■†うしていも0●朽」てい1いU■貞t  
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ちなみに初診料の電子化加算に関する施設基準等は以下に示すもので、明細書を交付す  

る体制もその要件の一部となっている。  

基本診療科の施設基準等及びその届出に関する手続きの取り扱いについて  

（平18．3．6保医発0306002）抄  

（イ）病院   

病院では、「特に何も周知していない」（79．0％）が最も多く、次いで「支払い窓口に明  

細書を発行している旨を提示しているJ（10．7％）、「待合室に明細書を発行している旨のポ  

スター等を貼っている」（8．6％）となっている。  

図表28 明細書先行に関する患者さんへの周知方法（病院）：複数回答  

病院（N＝338）  

0【l1   20．O1  40．O1  8001  80．Ol  ‖）00≠  

別添1  

初・再診料の施設基準等  

第1電子化加算  

1電子化加算に関する施設基準等   

次のいずれにも該当していること。  

（1）次のいずれにも該当していること。  

ア 診療報酬の請求に係る電算処理システムを導入していること。  

イ 個別の費用ごとに区分して記載した領収証（医科診療報酬点数表又は歯科診療報  

酬点数表の各部単位で金額の内訳の分かるもの）を無償で交付していること。  

り 平成19年4月1日以降、試行的オンラインシステムを活用した診療報酬の請求を  

行っていること（許可病床数が400床以上の病院に限る。）。  

（2）次のいずれかに該当していること。  

ア フレキシプルディスク又は光ディスクを提出することにより診療報酬の請求を行  

っていること（許可病床数が400床未満の保険医療機関に限る。）。  

イ 試行的オンラインシステムを活用した診療報酬の請求を行っていること（許可病  

床数が400床未満の保険医療機関に限る。）。ただし、平成19年3月31日までの  

間は、許可病床数が400床以上の病院を含む。  

り 患者から求めがあった時に、瑚ケ・項目の名称及びその点数  

又は金額を盲己載した詳細な明細証を交付する体制を整えているこL  

ェ バーコード、電子タグ等による医療安全対策を行っていること。  

オ インターネットを活用した予約システムが整備されていること。  

カ 診療情報（紹介状を含む。）を電子的に提供していること。  

キ 検査、投薬等に係るオーダリングシステムが整備されていること。  

ク 電子カルテによる診療録管理を行っていること。  

ケ フイルムへのプリントアウトを行わずに画像を電子媒体に保存し、コンピュータ  

ーの表示装置等を活用し画像診断を行っていること。  

コ 遠隔医療支援システムを活用し、離島若しくはへき地における医療又は在宅医療  

を行っていること。  

特に何も周知していない  

支払い艦口に明和書を★行している甘薯穐示している  

持合主に明廿書豪発行している瞥のポスター蠣を貼っている  

稟峡著にチラシ■を配布している  

その他  

■回答  

（ウ）診療所   

診療所についてみると、r特に何も周知していない」（76．4％）が最も多く、次いで「支  

払い森口に明細書を発行している旨を提示している」（10．4％）、「待合室に明細書を発行し  

ている旨のポスター等を貼っている」（10．0％）となっている。  

図表27 明細書発行に関する患者さんへの周知方法（診療所）：複数回答  

鯵療所（N＝258）  

001  2001  1001  60．01  80．O1 100．Ol  

蠣に何も用如していない  

支払い電ロに明■暮を先行していもーを穐示している  

精舎主に明■暮舌先行している甘のポスター尊書貼っている  

兼続削＝チラシ書手配布していも  

その他  

■匡讐  
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（エ）歯科診療所   

歯科診療所についてみると、「特に何も周知していない」（64，2％）が最も多く、次いで  

「支払い窓口に明細書を発行している旨を提示している」（17．7％）、「待合室に明細書を発  

行している旨のポスター等を貼っている」（15．7％）となっている。  

図表28 明細書発行に関する患者さんへの周知方法（歯科診療所）：複数個答  

歯科診療所（N＝293）  

001  20肌  4001  8001  8001 100Ol  

また、明細書を発行している旨のポスター等を貼っている箇所枚、および明細書を発行  

する旨を掲示している箇所数については、以下のとおりである。  

図表30 明細書を発行している旨のポスター等を貼っ「⊂いる箇所数  

O1  101  201  301  相1  501  601  TO、  801  901 100，i  

特に何も周知していない  

支払し、軽口に明ね書を発行している旨を掲示している   

待合室に明細書を発行している旨のポスター零を貼っている  

乗続者にチラシ鶉を配布している  

その他  

無回答  

！－1岳嘉占占旛新田i議所i福所ふ上口如打  

（オ）保険薬局   

保険薬局についてみると、「特に何も周知していない」（81．2％）が最も多く、次いで「支  

払い褒【コに明細書を発行している旨を提示している」（8．8％）、「待合室に明細書を発行し  

ている旨のポスター等を貼っている」（7．8％）となっている。  

図表29 明細書発行に関する患者さんへの周知方法（保険薬局）＝複数回答  

保険業局（N＝319）  

00＼  28d1 1081  6081  80（ll 10（＝川  

図表31明細書を発行している旨を掲示している箇所数  

Ol tO＼  201  30ヽ  101  501  601  TO＼  801  gOl tOOヽ  

特に何も周知していない  

支払し、窓口に明細書を発行している冒を穐示している   

待合室に明細書を発行している旨のポスター尊を貼っている  

来院者にチラシ鴨を配布している  

その他  

■回答  
l≠1音義古壷恵所巴占森高≠亘所以中元呵  
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2）明細書の発行に関する患者さんへの具体的な周知内容  

（ア）医療機関全体   

医療機関全体では、「特に何も周知していない」（74．8％）が最も多く、次いで「明細書  

の具体的な内容を示している」（12．2％）、r明細書と領収証の違いが分かるように両者の見  

本などを示している」（2．6％）となっている。  

図表32 明細書発行に関する患者さんへの具体的な周知内容（全体）：複数回答  

合計（N＝1200）  

00Ii   200Ii   4001   引】．OI1   800，l   ＝10．Ol  

（ウ）診療所   

診療所では、「特に何も周知していない」（74．4％）が最も多く、次いで「明細書の具体  

的な内容を示している」（11．2％）、「明細書と領収証の違いが分かるように両者の見本など  

を示している」（4．0％）となっている。  

図表34 明細書発行に関する患者さんへの具体的な周知内容（診療所）：複数回答  

診療所（N＝250）  

001   20，O1   40、O1   80．O1   8001  10（I－Ol  

特に何も虎如していない  

明細暮の九体的な内さを示している   

明■書とt収仮の遵し、が分かるように  

再審の見事などを示している  

モの他  

書画讐  

削こ何も周知していない  

明細書の人体的な内容を示している   

明細書と領収如の違いが分かるように  
両者の見本などを示している  

モの他  

■回筈  

（エ）歯科診療所   

歯科診療所では、r特に何も周知していない」（70．6％）が最も多く、次いで「明細書の  

具体的な内容を示している」（16．4％）、「明細書と領収証の違いが分かるように両者の見本  

などを示している」（4．8％）となっている。  

国表35 明細書発行に関する患者さんへの具体的な周知内容（歯科診療所）：複数回答  

歯科診療所（N＝293）  

0，O1    20．O1   40．Ol   ㈹．O1   80．O1  10（I．Ol  

（イ）病院   

痛院では、「特に何も周知していない」（78．7％）が最も多く、次いで「明細書の具体的  

な内容を示している」（9．2％）、「明細書と領収証の違いが分かるように両者の見本などを  

示している」（0．9％）となっている。  

図表33 明細書発行に関する患者さんへの具休的な周知内容（病院）：複数回答  

病院（N＝338）  

0．OI    20．Ol   1001   も（〉．O1   8001  1000l  
削＝何も周知していない  

明わ書の一体的な内尊書示している   

明血書と■収胚の乱、が分かもように  

勇者の見本などを示している  

モの触  

■回答  

特に何も周知していない  

明廿書の1体的な内容を示している   

明巾■と餞収性の違いが分かるように  
南肴の見本などを示している  

その他  

■風讐  
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（オ）保険薬局   

保険薬局では、「特に何も周知していない」（74．6％）が最も多く、次いで「明細書の具  

体的な内容を示している」（12．2％）、「明細書と領収証の違いが分かるように両者の見本な  

どを示している」（1．3％）となっている。  

図表36 明細書発行に関する患者さんへの具体的な周知内容（保険薬局）複数回答  

保険業局（N＝引9）  

DO％   2001   4001   6001   8001  100肌  

3）発行開始時期   

発行開始時期についてみると、明細書を発行している医療機関のうち、病院においては、  

「2006年4～6月」（48．8％）が最も多く、次いで「2000～20n5年」（12．7％）となってお  

り、診療所においては、「2006年4～6月」（37．6％）が最も多く、次いで「2006年10月以  

降」（25．6％）となっている。また、歯科診療所においては、「2006年10月以降」’（54．3％）  

が最も多く、次いでr2006年4～6月」（24．6％）となっており、保険薬局については、「2006  

年4～6月」（44．2％）が最も多く、次いで「2006年10月以降」（16．6％）となっている。  

図表37 発行開始時期  

O1  101  201  301  401  501  601  TO1  801  90†i tOOl  

特に何も周知していない  

明椙書の具体的な内寧を示している   

明鰭書と領収匪の軋、が分かるように  

両者の見本などを示している  

その他  

k回答  

■一川89年   ロ＝‖柑0・一柑99年 82000・－2005年 E2008年1・・3月  

田200¢年4－8月 臼2006年丁－9月 凸2008年10月以降□無回答  
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さらに、医療機関種別にみると、明細書を発行している医療機関のうち、発行開始時期  

が無回答の医療機関を除いた場合は以下のとおりとなっている。  

図表39 累積発行割合（医療機関種別）  

次に、明細書を発行している施設のうち、発行開始時期が無回答の医療機関を除いた場  

合において、累積発行割合についてみると、保険医療機関全体では平成18年（2006年）4  

月の診療報酬改定の前後で、20．7％から61．8％へと変化している。  

図表38 累積発行割合  

合計  
（N＝1147、無回春53を除く）  ■療析  

（H＝21d、■回書咤■く）  
■験  

（H＝3tO、■固讐l時■く）  

讐讐璽，叫。、  
tOOOl  

別‖川  

別＝川  

1001  

別＝ほ  

00l  

l00○ヽ  

8001  

即日川  
1引用  

200ヽ  

○（Iヽ   

∵÷■1・÷：－こ～● ㌔  ごニーて∴t・ニ・1÷●  
／  

㌔㌔  
′㌔鵡  ●■■■  

（H＝21l．わ回書之8を■く）  
■料■轟所  

（N＝2－ユ、■回書】0喜書く〉  

！．′川－■甘：ド川  
H）00t  

000ヽ  

100t  

●山肌  

之0仇  

00l  

相加叫  

100一  

別‖川  

10【I1  

2001  

0帆   

往こ上図では、発行開始時期が無回答の医  
療機関、および明細蕃を発行していない施  
設を除いている。対象は以下のとおり。  

819施設   

診療所   246施設   

歯科診療所  283施設   

保険薬局  299施設   全体  1147施設  病院  

′   

′瑚  
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